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第3章　諸手当関係（住居手当）


○ 通知

○住居手当の支給に関する運用基準
（昭和49年12月26日　49教総第243号　教育長）

　住居手当の決定、改定及びその手続きに関しては、職員の給与に関する条例（昭和26年福島県条例第９号。以下「給与条例」という。）、福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和31年福島県条例第56号）及び職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第7号。以下「給与規則」という。）に定めるもののほか、この運用基準の定めるところによる。
第１　用語の意義
この基準で次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　「住宅」　その者の生活の本拠となっている居住用の家屋をいう。
(2)　「扶養親族」　給与条例第８条第２項に定める者で扶養手当の認定を受けている者をいう。
(3)　「配偶者」　民法にしたがい婚姻の届出を行った職員の妻又は夫をいう。ただし、婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含むものとする。
(4)　「配偶者等」　職員の配偶者又は一親等の血族若しくは姻族である者をいう。
(5)　「同居配偶者」　世帯主である職員と同居しているその配偶者で県職員又は県費負担市町村立学校職員である者をいう。
(6)　「家賃の額」　次の区分に掲げるところによる。
ア　家賃の額とは、次の(ｱ)から(ｴ)までに掲げる権利金等を除き、居住に関して支払う額（使用料を含む。）をいう。
(ｱ)　権利金、敷金、礼金、保証金その他これに類するもの
(ｲ)　電気、ガス、水道料等の料金
(ｳ)　団地内の児童遊園地、外灯その他の共同利用施設に係る負担金（共益費）
(ｴ)　店舗付住宅の店舗部分その他これに類するものに係る借料
イ　家賃と食費等を併せ支払っている場合において、家賃の額が明確でないときは、それぞれ次に掲げるところにより家賃に相当する額を算定するものとする。
(ｱ)　居住に関する支払額に食費等が含まれているときは、その支払額の40/100に相当する額
(ｲ)　居住に関する支払額に電気、ガス又は水道の料金が含まれているときは、その支払額の90/100に相当する額
ウ　職員がその借り受けた住宅の一部を他に転貸している場合には、自己の居住部分と当該転貸部分との割合等を基準として算定した場合における自己の居住部分に係る家賃に相当する額
エ　職員の扶養親族が借り受けている住宅を職員に転貸している場合には、当該扶養親族と貸主との間の契約に係る家賃に相当する額
オ　職員又はその扶養親族と配偶者等とが共同で借り受けている住宅については、配偶者等と同居し、その生計を支えている職員が支払う家賃に相当する額

第２　支給対象職員

１　借家等職員

住宅を借り受け、その住宅に居住している職員で、住宅手当の支給対象となる職員(以下「借家等職員」という。)は、次に掲げる者とする。

(1)　職員が自ら居住するための住宅(貸間を含む。１及び３において同じ。)を借り受け、家賃(月額9,500円を超える場合に限る。１及び３において同じ。)を支払い、かつ、その住宅に居住している職員

(2)　職員の扶養親族が借り受けた住宅に居住し、家賃を支払っている職員

(3)　職員が、職員又はその扶養親族と配偶者等とが共同で借り受けている住宅に配偶者等と同居し家賃を支払っている場合においてその生計を主として支えている職員

２　単身赴任借家等職員

単身赴任手当を支給される職員のうち、配偶者等が居住するための住宅を借り受けている職員で、住宅手当の支給対象となる職員(以下「単身赴任借家等職員」という。)は、次に掲げる者とする。

(1)　単身赴任手当を支給される職員が、配偶者が居住するための住宅を借り受け、家賃を支払っている職員

(2)　給与規則第27条の5第2項に該当する職員で、同項3号に規定する満18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子(以下「単身赴任手当の支給要件に係る子」という。)が居住するための住宅として次に掲げる住宅を借り受け、家賃を支払っている職員

ア　公署を異にする異動又は在勤する公署の移転（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第１項の規定による派遣若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第１項の規定による派遣の終了により職務に復帰した職員、公益的法人等への職員の派遣等に関する法律第10条第１項の規定により採用され引き続いて新たに職員となった職員又は職員の分限に関する条例第２条第１号の規定による休職から復職した職員にあっては当該復帰、採用又は復職（以下「派遣復帰等」という。））の直前の住居であった住宅

イ　次に掲げる住宅で学生寮等職員と同居して生活を営むための住宅でないと明らかに認められる住宅以外の住宅

　ただし、単身赴任手当の支給要件に係る子が2人以上ある場合において、そのうちいずれかの子が公署を異にする異動又は在勤する公署の移転（派遣復帰等）の直前の住居であった住居に居住しているときは、前記アに該当する。

　　(ｱ)　公署を異にする異動又は在勤する公署の移転の直前の住居であった住宅から単身赴任手当の支給要件に係る子が転居した場合における転居後の住宅(更に転居した場合における転居後の住宅を含む。(ｲ)において同じ。)

　　　　　　(ｲ)　給与規則第27条の5第2項第4号に規定する別居の直後の配偶者等の住居である住宅
　　　　　　(ｳ)　その他(ｱ)及び(ｲ)に相当すると認められる住宅

　　　　　　　　 なお、この場合は、事前に職員課長(市町村立学校長にあっては、教育事務所長)に協議すること。

(3)　職員の扶養親族が借り受けた住宅に居住する配偶者又は単身赴任手当の支給要件に係る子がある職員で、家賃を支払っている職員

(4)　配偶者又は単身赴任手当の支給要件に係る子が、職員又はその扶養親族と職員の一親等の血族又は姻族である者とが共同して借り受けている住宅に当該一親等の血族又は姻族である者と同居し、職員がその家賃を支払っている場合において、その生計を主として支えている職員

(5)　配偶者が職員又はその扶養親族と職員の扶養親族でない配偶者とが共同して借り受けている住宅に居住し、職員がその家賃を支払っている場合において、その生計を主として支えている職員

第３　支給対象外職員
住宅を借り受けている職員のうち、次に掲げる者は、借家等職員又は単身赴任借家等職員とはしない。
(1)　住宅を借り受けた者とともに、その借り受けに係る住宅に居住している職員又は居住している配偶者若しくは単身赴任手当の支給要件に係る子がある職員で、家賃を事実上負担している職員のうち、第２の１の(2)、(3)、２の(3)、(4)又は(5)に該当する者以外の者
(2)　職員又は配偶者若しくは単身赴任手当の支給要件に係る子が、次に掲げる公舎又は宿舎に居住している職員
ア　福島県職員公舎規則（昭和41年福島県規則第16号）、福島県病院事業職員公舎規程（平成16年福島県病院管理規程第８号）及び福島県企業職員公舎規程（昭和44年福島県企業局管理規程第６号）に定める公舎
イ　国又は地方公共団体が設置した職員宿舎
ウ　福島県職員の退職手当に関する条例（昭和28年福島県条例第35号）第９条の２第１項に規定する公庫、法人の職員宿舎
(3)　職員又は配偶者若しくは単身赴任手当の支給要件に係る子が居住するための住宅として、次の住宅の全部又は一部を借り受けている職員
ア　配偶者、父母、配偶者の父母で職員の扶養親族以外の者の所有に係る住宅又はこれらの者が借り受けている住宅で、かつ、これらの者が居住している住宅
イ　職員の扶養親族又は同居配偶者の扶養親族の所有に係る住宅
第４　支給額
住居手当の月額は、次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれ次に掲げる額とする。ただし、借家等職員のうち単身赴任借家等職員でもある者については、借家等職員の区分に掲げる額及び単身赴任借家等職員の区分に掲げる額の合計額に相当する額とする。
	職員の区分
	支給額

	借家等職員
(その額に100円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額)
	家賃等の月額が
20,500円以下
	家賃等の額－9,500円

	
	家賃等の月額が
20,501円以上54,500円未満
	家賃等の額－20,500円

2　　　　　　＋11,000円

	
	家賃等の月額が
54,500円以上
	28,000円

	単身赴任借家等職員
	配偶者が居住するために借り受けている住宅の家賃等の額に応じ、借家等の職員の例により算出した額(100円未満端数切捨て処理後の額)の1/2に相当する額


第５　住居の届出
１　住居手当の支給要件を具備するに至った職員又は住居手当を受けている職員（地方公務員法第28条第２項及び職員の分限に関する条例第２条の規定により休職にされた職員、地方公務員の育児休業等に関する法律第２条の規定により育児休業の承認を受けた職員、外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第１項の規定により派遣された職員、公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第１項の規定により派遣された職員、職員の自己啓発等休業に関する条例第２条第１項の規定により自己啓発等休業の承認を受けた職員及び職員の配偶者同行休業に関する条例第２条の規定により配偶者同行休業の承認を受けた職員を含む。）で支給要件に変更が生じた場合は、住居届（住居手当決定簿）（第１号様式）によりその居住の実情等をその事実の生じた日から15日以内に決定権者（本庁各課の職員にあっては、教育総務課長、その他の職員にあっては、所属長をいう。以下同じ。）に届け出なければならない。（家賃の額に変更があり、支給額に変更がない場合にも届け出なければならない。）
※　任命権者を異にして異動した職員で、異動前の支給要件に変更がない場合には、新たな届出は必要ないものとする。
２　届出に際しては、住居届裏面の「２　添付書類」に定める書類を添付するものとする。ただし、添付すべき書類は、その届出に係る事実の生じた日から30日以内に提出することをもって足りるものとする。
３　住居手当の支給を受けている職員が支給要件を欠くに至ったときは、住居手当受給終了届（第２号様式）により速やかに決定権者に届出なければならない。この場合、当該借家に係る最終月の家賃の領収書等を添付するものとする。
４　決定権者は、職員から住居届の提出があったときはその届出を収受し、添付すべき書類が全て提出された日に受理するものとする。
第６　決定及び確認
１　決定権者は、住居届の提出があったときは、その居住の実情等を確認し、住居手当の支給要件を具備し、又は欠くに至った事実に基づいて、支給額及び支給開始（改定）年月日の決定又は支給終了年月日の決定を行うものとする。
２　決定権者は、支給要件が消滅した職員又は支給額が減額改定される職員については、速やかに届出をさせ、支給終了年月日の決定又は支給額及び支給改定年月日の決定を行うものとする。
３　決定権者は、支給額及び支給開始（改定）年月日又は支給終了年月日の決定に際し、ただちに適否の可否について判断できないときは、決定権者間の決定の均衡を図る必要があるので、職員課長と協議のうえ決定すること。
４　決定権者は、給与改定に伴い住居手当の支給認定を受けている職員の住居手当額に変更があったときは、給与改定に伴う住居手当支給額再決定書（第３号様式）により、当該職員の住居手当の支給額改定の決定をするとともに、住居届（住居手当決定簿）の給与改定による手当額改定欄に必要事項を記載するものとする。
５　住居手当の支給を受けている職員が、公署を異にして異動（任命権者を異にする異動を含む。）した場合には、旧所属長は、当該職員に係る住居手当決定簿及び添付書類の写しを保管し、原本を新所属長に送付するものとする。ただし、職員の異動先が、知事部局、企業局、病院局（本局）、議会事務局又は各種委員（会）事務局であるときは、職員業務課長に送付するものとする。
新所属長は、住居手当決定簿により異動前の住居手当の支給内容を着任届等で確認するとともに、異動後の支給要件の変更の有無を発議書により確認するものとする。その際、支給要件に変更がない場合には、再決定手続きは必要ないものとする。
６　所属長は、次により事後の確認をしなければならない。
(1)　住居手当の支給を受ける職員が、支給要件を具備しているかどうか及び住居手当の月額が適正であるかを随時確認すること。
(2)　確認は、提出済の住居届と添付書類についてその後変更がないかどうか当該職員から聴取し、又は、当該職員に契約書、領収書等支給要件に係る必要な書類の提出を求め、若しくは住居の実情を実地に調査する等の方法によるものとすること。
第７　支給の開始・改定及び終了
決定権者が第６の１により決定を行う場合の「支給開始（改定）年月日」又は「支給終了年月日」は、次の各号に定めるところによるものとする。
(1)　「支給開始（改定）年月日」
ア　職員が新たに支給要件を具備するに至った場合（イの場合を除く。）
(ｱ)　その届出が事実の生じた日から15日以内になされたときは、その日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日
ただし、添付すべき書類が、事実の生じた日から30日を経過した後に提出されたときは、その添付書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日
(ｲ)　その届出が事実の生じた日から15日を経過した後になされたときは、その届出書類（住居届及び添付書類をいう。以下同じ。）を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日
イ　新たに採用された職員又は公署を異にして異動した職員が、
(ｱ)　赴任期間内（７日以内）に支給要件を具備するに至った場合
ａ　その届出がその採用又は異動（以下「採用等」という。）の日から15日以内になされたときは、その採用等の発令日の属する月の翌月（その採用等の発令日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日
ただし、添付すべき書類が、採用等の発令日から30日を経過した後に提出されたときは、その添付書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日
ｂ　その届出がその採用等の日から15日を経過した後になされたときは、その届出書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日
(ｲ)　赴任期間を経過した後に支給要件を具備するに至った場合
前記ア又はイに定める日
ウ　住居手当の支給を受けていた職員で、その支給要件を変更すべき事実が生じたときは、その事実の生じた日（異動によりその赴任期間内にその事実が生じた場合にあっては、その発令日）の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日
ただし、増額改定となるものについては、その届出が事実の生じた日から15日を経過した後になされたときは、その届出書類を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）の初日
(2)　「支給終了年月日」
支給要件を欠くに至った日の属する月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）の末日
第８　支給
１　住居手当は、給料の支給方法に準じて支給する。ただし、給料の支給定日までに住居手当に係る事実が確認できない等のため、その日に支給することができないときは、その日後に支給することができる。
２　職員が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、その期間中、住居手当は支給されないものとする。この場合において、休職等の処分のあった日(その日が月の初日であるときを除く。)又は復職等の日(その日が月の初日であるときを除く。)の属する月分の住居手当は、給料の日割計算の例により支給するものとする。
(1)　無給休職にされた場合
(2)　停職にされた場合
(3)　専従休職の許可を受けた場合
(4)　育児休業をしている場合
(5)　大学院修学休業をしている場合
(6)　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第１項、外国の地方公共団体の機関等に派遣される市町村立学校職員の処遇等に関する条例第３条第１項又は公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第１項の規定により派遣された場合（同条例の規定により給与を支給しないこととされた場合に限る。）
(7)　職員の自己啓発等休業に関する条例第２条第１項の規定により自己啓発等休業の承認を受けた場合

(8)　職員の配偶者同行休業に関する条例第２条の規定により配偶者同行休業の承認を受けた場合
３　職員が休職にされ、給料が減じて支給されているときは、当該期間中の住居手当についても給料等の例により減じて支給されるものとする。
第９　所属長の責務
１　所属長は、手当を受けていた職員が転居、契約関係の変更、家賃の額の改定等があった場合には、その居住の実情等を聴取し、速やかに届出をするよう催告しなければならない。
２　所属長は、勤務公署を異にして異動した職員がいるときは、その居住の実情を聴取し、新たな届出が必要な場合には、速やかに届出するよう催告しなければならない。
第10　適用期日等
１　この基準は、昭和49年４月１日から適用する。
２　住居手当の適用区分及び住居届の添付書類は、別紙のとおりである。
（附則）

この基準は、令和2年4月1日から適用する。

(教育委員会用)　　　　　　　　　　　　　　住　　　居　　　届
第1号様式　　　　　　　　　　　　　□ 借家等職員　　　　□ 単身赴任借家等職員（留守家族）　　　　　　収　受　印
	
	
	（住居手当決定簿）
	　　　 年　 月　 日届出

	任命権者
福島県
教育委員会　様
	勤務
公署名
	
	主な届出の理由

□新規

□異動
□転居　　　　□配偶者等の転居
□その他(　　　　　　　　　　　　　　)

上記事実の発生年月日

　　　　年　　　月　　　日

	
	職名
	
	氏名
	
	

	職員の給与の支給に関する規則第18条の9第1項の規定に基づき、居住の実情を届け出ます。
	

	契約の内容
	住宅の所在地
	
	入居日
	年　　月　　日

	
	住宅の種類
	□借家・借間　　　　□光熱費込みの借家・借間　　　　□まかない付下宿

	の五第一項第一号又は第二号
職員の給与に関する条例第九条
	住宅の所有者
	
	続 柄
	□他人

□親族（　　）
	住所
	

	
	住宅の貸主
	
	続 柄
	□他人

□親族（　　）
	住所
	

	
	住宅の名義上の借主
	□本人 □扶養親族
	氏名　　　 　続柄

(　  )
	共同名義人が
	□いない 　氏名　　　 続柄

□いる　　　　　　　　 ( 　 )

	
	家　賃　等
	月額　　　　　　円

( 　年 　月 　日から)
	左記家賃等には

□電気、ガス又は水道の料金が含まれている。(光熱費込みの借家・借間)

□食費等が含まれている。(まかない付下宿代)

	
	契約年月日
	　　年　 月　 日
	契約期間
	　　　年　　月　　日　から　　年　　月　　日まで　

	
	単身赴任手当の受給（単身赴任借家等職員のみ記入）
	□有　　□無
	前月の手当額
	円　　　　　　　　

	所属コード
	職員番号
	□借家等職員　　□単身赴任借家等職員　　

※決定事項（電算入力事項）　　　　　　　　 　　　　　　（留守家族）

	
	
	居住方法
	家賃等の額
	「自」年月
	「至」年月

	
	
	
	
	年　号
	年
	月
	年　号
	年
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	届出事実

発生年月日
	・　　　・
	届　出

年月日
	・　　・
	届出受理

年月日
	・　　・
	支給開始年月日改定
	・　　・

	（裏面「記入上の注意」等を参照のこと。）
	
	単身赴任手当の支給確認

(単身赴任借家等職員のみ)
	


※「給与マスター基本（修正）通知書６－２」により電算入力すること。（　　　　年　　月例月入力）
	勤務公署の

異動状況
	異動年月日
	・　　・
	・　　・
	・　　・
	・　　・

	
	勤務公署名
	
	
	
	

	給与改定による

手当額改定
	改定年月日
	・　　・
	・　　・
	・　　・
	・　　・
	・　　・

	
	家賃相当額
	円
	円
	円
	円
	円

	
	住居手当額
	円
	円
	円
	円
	円


	決　裁　欄
	上記のとおり決定してよろしいか伺います。

	
	決 定 権 者
	課　員
	起案者

	
	
	
	

	
	起案
	・　・
	決裁
	・　・
	
	
	
	


1  記入上の注意　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	主な届出の理由
	新規
	　新たに住居手当の受給要件を具備するに至った場合（異動の場合を除く）

	
	異動
	　異動に伴い借家等に転居し受給要件を具備する場合又は、新規採用の場合

	
	転居
	　現在住居手当を受給している職員が、借家等に転居し、引き続き受給要件を具備する場合（異動の場合を除く）

	
	配偶者等の転居
	  現在、単身赴任等に係る住居手当を受給している職員で、配偶者等が居住している借家等を転居し、引き続き受給要件を具備する場合

	
	その他
	　上記以外の場合　　（　　）内に理由を記入すること。

	上記事実の発生年月日
	受給要件を全て具備した年月日を記入すること

	住宅の種類
	借家・借間
	　以下に掲げる住宅以外の住宅

	
	光熱水費込みの

借家・借間
	  光熱水費が家賃の中に含まれている住宅で、次に掲げる住宅以外の住宅

	
	まかない付下宿
	　食費等が含まれている住宅

	住宅の貸主
	　所有者と貸主が同一の場合には、記入しないこと。

	住宅の名義上の借主
	扶養親族
	  職員の給与に関する条例第８条第２項に規定する扶養親族をいうこと。

	家賃等
	　権利金、敷金、食費、光熱費、共益費、駐車場代、若しくは店舗付住宅の店舗部分その他これに類するものに係る借料又は借り受けた住宅を他に転貸している場合の転貸部分にかかる家賃等は含まないものを記入すること。　

ただし、食費及び光熱費が含まれている場合で、それらを区別することが困難な場合には、食費、光熱費を含めた額を記入してさしつかえないこと。

なお、この場合には「左記家賃等には」欄に印を付すこと。


2　添付書類
	住宅を借り受けた者
	添付書類（いずれも写しで可）

	職員
	(1)　契約書、使用許可書又は入居決定書等

　 （届出の記載事項を確認できるものに限る。）

     なお、これらの書類を添付できないときは、届出の記載事項を内容とした貸主の証明書（この場合は原本とする。）

(2)　借家等からの転居による場合には、(1)の書類のほか転居直前の借家等に係る最終月の家賃の領収書等

(3)　単身赴任借家等職員の場合には、配偶者等（※2）の住民票謄本

	職員の扶養親族
	

	職員と配偶者等との共同

（※1）
	(1)　上記(1)及び(2)に同じ
(2)　住民票謄本
(3)　上記(3)に同じ



	職員の扶養親族と配偶者等との共同
(※1)
	


（備考）1　「配偶者等」（※1）とは、職員の配偶者又は一親等の血族若しくは姻族である者をいう。
2　「配偶者等」（※2）とは、配偶者又は単身赴任手当の支給要件に係る子をいう。
3　住居手当を受けていた職員が退職し、その日以後1年以内に再採用された場合において、退職時の届出内容に変更がない場合に限り、住居届に退職時の届出書の写し及び職員の申立書を添付することにより、この表に掲げる書類の添付を省略することができる。
 (教育委員会用)

第2号様式

住居手当受給終了届
□職員　　　　　　□単身赴任借家等職員　　　　　　　　　　　　
(留守家族)　　　　　　　　　　　　　　収受印
	　◎太わく内の各欄は届出者が記入すること。
	
	
	
	　　 　年 　月　 日提出

	
	任命権者

福島県教育委員会様
	勤務
公署名
	
	職名
	
	氏名
	

	
	住居手当の支給に関する運用基準第5の3の規定に基づき住居手当の受給終了を届け出ます。

（家賃等の最終月の領収書等の写添付）

	
	主な届出の理由

□ 住居の変更　　　　　　　　□ 契約の変更　　　　　　　□ 家賃の額の改定

□ 単身赴任手当の受給終了　　□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

上記事実の発生年月日　　　　　　　年　　月　　日

	
	所属コード
	職員番号
	※決定事項（電算入力事項） □借家等職員　 □単身赴任借家等職員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(留守家族)

	
	
	
	居住方法
	家賃等の額
	｢自｣年月
	｢至｣年月

	
	
	
	
	
	年 号
	年
	月
	年 号
	年
	月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事実発生年月日
	・　・
	支給終了年月日
	・　・


※「給与マスター基本(修正)通知書6－2」により電算入力すること。(　　 　年　 月例月入力)
◎記入上の注意

「主な届出の理由」欄には、住居手当の受給終了の主な理由の一について印を付すこと。

	決裁欄
	上記のとおり決定してよろしいか伺います。

	
	決定権者
	課員
	起案者

	
	
	
	

	
	起案
	・ 　・
	決裁
	・　 ・
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	給与改定に伴う住居手当支給額再決定書

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	所属名
	　

	氏　　　名
	住居区分
	既決定事項
	決定事項
	これらの
決定年月日

	
	
	家賃等の額
	住居手当額
	家賃等の額
	住居手当額
	支給改定
年月日
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	（職員番号）
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	

	　上記のとおり決定する。
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	取扱者認印
	決定権者
	課　　　　　　員
	起案者

	　
	
	
	
	年　　　月　　　日
	
	
	
	
	
	
	
	　
	　
	　

	　
	
	
	
	
	
	
	　　福島県教育委員会
	
	
	
	
	

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	
	
	
	


◎太わく内の各欄は届出者が記入すること。
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